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Ⅰ．調査結果の概要

１．住宅用地完成面積

面積総数（１）

平成１２年度の住宅用地完成面積は、５２，６６０千㎡（平成１１年
度５４，４４８千㎡）で、前年度比３．３％の減少となり、前年に引き
続き２年連続の減少となった。

住宅用地種類別（２）

一団地の住宅用地は２５，８９０千㎡(前年度比１３．９％減少)で２
年連続の減少、小規模開発の住宅用地は２４，１４９千㎡(同１１．７％
増加)で３年ぶりの増加、再開発的な住宅用地は２，２２５千㎡(同２．９
％減少)で２年連続の減少、別荘用地は３９６千㎡(同１２．８％減少)で
２年ぶりの減少となった。

(単位：千㎡、％)
住 宅 用 地 種 類 面 積 前 年 度 比 構 成 比
合 計 ５２，６６０ ▲ ３．３ １００．０

一団地の住宅用地 ２５，８９０ ▲ １３．９ ４９．２
小規模開発の住宅用地 ２４，１４９ １１．７ ４５．９
再開発的な住宅用地 ２，２２５ ▲ ２．９ ４．２
別荘用地 ３９６ ▲ １２．８ ０．７

発注者別（３）

民間は、４２，８９２千㎡(前年度比０．４％減少)で４年連続の
減少となり、公共は、９，７６８千㎡(同１４．２％減少)で２年連
続の減少となった。構成比では、民間８１．５％、公共１８．５％
の割合となっている。

(単位：千㎡、％)
発 注 者 住 宅 用 地 面 積 前 年 度 比 構 成 比
合 計 ５２，６６０ ▲ ３．３ １００．０
民 間 ４２，８９２ ▲ ０．４ ８１．５
公 共 ９，７６８ ▲ １４．２ １８．５
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図－１　最近の面積の動き
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２．工事件数

総数（１）

総工事件数は５５，１９６件(前年度比３８．８％増加)で、平成８年以
来、４年ぶりの増加となった。

住宅用地種類別（２）

一団地の住宅用地は５８２件（前年度比５．７％減少）で３年連続の減
少、小規模開発の住宅用地は４５，４８０件（同２５．５％増加）で４年
ぶりの増加、再開発的な住宅用地は８，６７０件（同２８６．７％増加）
で２年ぶりの増加、別荘用地は４６４件（同３１．４％減少）で２年ぶり
の減少となった。

(単位：件、％)
住 宅 用 地 種 類 工 事 件 数 前 年 度 比 構 成 比
合 計 ５５，１９６ ３８．８ １００．０

一団地の住宅用地 ５８２ ▲ ５．７ １．１
小規模開発の住宅用地 ４５，４８０ ２５．５ ８２．４
再開発的な住宅用地 ８，６７０ ２８６．７ １５．７
別荘用地 ４６４ ▲ ３１．４ ０．８

発注者別（２）

民間は、５１，２２９件(前年度比４２．７％増加)で４年ぶりの増加、
公共は、３，９６７件(同２．７％増加)で２年ぶりの増加となった。構成
比では、民間９２．８％、公共７．２％の割合となっている。

(単位：件、％)
発 注 者 工 事 件 数 前 年 度 比 構 成 比
合 計 ５５，１９６ ３８．８ １００．０
民 間 ５１，２２９ ４２．７ ９２．８
公 共 ３，９６７ ２．７ ７．２
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図－２　最近３年の件数の動き
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３．工事１件あたりの完成面積

総数（１）

工事１件あたり完成面積は、９５４㎡(前年度比３０．３％減少)で平
成８年以来、４年ぶりの減少となった。

住宅用地種類別（２）

一団地の住宅用地は４４，４８５㎡（前年度比 ８．８％減少）で３年
ぶりの減少、小規模開発の住宅用地は５３１㎡（同１１．０％減少）で
２年連続の減少、再開発的な住宅用地は２５７㎡（同７４．９％減少）
で２年ぶりの減少、別荘用地は８５３㎡（同２７．０％増加）で３年ぶ
りに増加した。

(単位：㎡、％)
住 宅 用 地 種 類 工事１件当たり 前 年 度 比

完成面積
合 計 ９５４ ▲ ３０．３

一団地の住宅用地 ４４，４８５ ▲ ８．８
小規模開発の住宅用地 ５３１ ▲ １１．０
再開発的な住宅用地 ２５７ ▲ ７４．９
別荘用地 ８５３ ２７．０

発注者別（３）

民間は８３７㎡(前年度比３０．２％減少)で４年ぶりの減少、公共は２，
４６２㎡(同１６．５％減少)で２年連続の減少となった。

(単位：㎡、％)
発 注 者 工事１件当たり 前 年 度 比

完成面積
合 計 ９５４ ▲ ３０．３
民 間 ８３７ ▲ ３０．２
公 共 ２，４６２ ▲ １６．５



(地域区分については、<参考>Ⅱ．用語の定義を参照)４．地域別

地域ブロック別（１）

住宅用地完成面積を地域ブロック別にみると、以下のようになった。

(単位：千㎡、％)
地 域 名 前 年 度 比 構 成 比面 積
合 計 ５２，６６０ ▲ ３．３ １００．０
北 海 道 ２，５２３ ▲ ２１．４ ４．８
東 北 ４，６７３ ▲ ２８．１ ８．９
関 東 １５，００９ ▲ ９．５ ２８．５
北 陸 １，９２３ ▲ ２６．９ ３．６
中 部 ７，２０６ ２３．６ １３．７
近 畿 ８，１２０ ▲ ８．０ １５．４
中 国 ３，９９４ ２３．１ ７．６
四 国 １，６６６ ▲ １８．５ ３．２
九州・沖縄 ７，５４５ ３５．２ １４．３

圏域別（２）

「大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置
法」による大都市地域について、圏域別に完成面積を前年度比でみると、
首都圏は７，９６９千㎡（前年度比２７．１％減）で２年連続の減少、中
部圏は２，６１９千㎡（同５．５％増）で４年ぶりの増加、近畿圏は５，
７７０千㎡（同１６．１％増）で３年ぶりの増加となっている。

(単位：％)
大 都 市 地 域 面 積 前 年 度 比 構 成 比(※)
合 計 １６，３５８ ▲ １１．０ ３１．１
首 都 圏 ７，９６９ ▲ ２７．１ １５．１
中 部 圏 ２，６１９ ５．５ ５．０
近 畿 圏 ５，７７０ １６．１ １１．０

※全国を１００．０％とした構成比を示す。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

面積
(千㎡)

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州・沖縄

地域

図－３　最近３年の面積の動き
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